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東京都地方独立行政法人評価委員会
令和７年度
第２回試験研究分科会（持ち回り）



【開催日時】
  令和７年７月７日（月）及び８日（火）

【開催場所】
  オンライン形式

【議事】
■審議事項

 ①地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター
  令和６年度業務実績評価について

 ②地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター
第四期中期目標期間の終了時に見込まれる業務実績評価について

 ③地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター

第五期中期目標の構成について

■次第



■本日の進め方

１ 業務実績評価について

①東京都評価（案）説明
個別の内容、評価のポイントについて説明

②意見交換
評価内容について意見交換
（評価の妥当性や今後期待することなど）

＜参考＞第１回試験研究分科会でいただいた主なご意見

（桑田委員からのご意見）
〇技術と両輪となる、産技研の研究員の育成も重要である。
〇中小企業のマーケティングへの支援について、更なる発信に取り組まれたい。
〇経済安全保障に適合した組織運営に留意されたい。

（宮川委員からのご意見）
〇中小企業の成功事例のノウハウを、他企業に横展開していくことが重要である。
〇他業種に押されがちなものづくり・製造業への支援を産技研には期待する。
〇技術者のみならず、経営者層ともコミュニケーションをとり、オープンイノベーションを推進す
ることを期待する。

（大橋委員からのご意見）
〇人的資本の観点から、人材育成によって職員のモチベーションが高まることを期待。



■本日の進め方

２ 第五期中期目標について

①構成（案）説明
 中期目標の章立て・評価項目について説明

②意見交換

<参考>第１回試験研究分科会でいただいた主なご意見

（鈴木委員からのご意見）
〇産技研のプレゼンス向上は大事な視点である。

（宮川委員からのご意見）
〇中小企業の技術の承継に対しての支援をお願いしたい。

※業務実績評価及び第五期中期目標について、本日いただいたご意見のほか
 追加でのご意見があります場合は、７月10日（木）までにお願いいたします。
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業務実績評価について



＜評価について＞

【年度評価】 【目標期間終了時見込評価】

〇 評価基準に定められた評語に基づき、各項目について、５段階（Ｓ～Ｄ）で評価 （標準＝Ｂ）

〇 実績・成果の水準に加え、計画の難易度、外的要因、取組の経緯・過程等を総合的に勘案して評価
→ 項目別評価を踏まえ、全体評価を５段階で付与

＜評価の説明：地方独立行政法人東京都立産業技術研究センターの評価に関する基準抜粋＞

■業務実績評価（案）



■業務実績評価（案）

令和4年度
自己
評価

上下
評価
結果

自己
評価

上下
評価
結果

自己
評価

上下
評価
結果

自己
評価

上下
評価
結果

自己
評価

上下
評価
結果

1 技術相談 B ＝ B B ＝ B B ＝ B B = B B = B

2 依頼試験、機器利用 A ＝ A A ＝ A A ＝ A A = A A = A

3 オーダーメード型技術支援 A ＝ A B ＝ B B ＝ B A = A B = B

4 基盤研究 S ＝ S B ＝ B A ＝ A S = S A = A

5 共同研究 S ↓ A S ↓ A S ↓ A A = A A = A

6 外部資金導入研究・調査 A ＝ A S ＝ S S ＝ S S = S S = S

7 知的財産 A ＝ A A ＝ A A ＝ A A = A A = A

8 新産業創出支援 A ＝ A A ＝ A S ＝ S S = S S = S

9 社会的課題解決支援 S ＝ S S ＝ S A ＝ A A = A S = S

10 オープンイノベーション B ＝ B B ＝ B B ＝ B B = B B = B

11 製品開発支援ラボ等 A ＝ A A ＝ A A ＝ A A = A A = A

12 海外展開 B ＝ B A ＝ A A ＝ A A = A A = A

13 支所における支援 B ＝ B B ＝ B B ＝ B A = A B = B

14 食品産業への支援 A ↓ B A ↓ B B ＝ B B = B B = B

15 産業人材の育成 B ＝ B A ＝ A A ＝ A A ↓ B A ↓ B

16 情報発信の推進 A ＝ A A ＝ A A ＝ A A ↓ B A = A

項目
番号

中期目標を達成するために
取るべき措置

Ⅰ　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

年度評価

項目名
令和3年度 令和5年度 令和6年度

見込評価

17
組織体制及び運営、
効率化、経費節減

B ＝ B A ＝ A A ↓ B B = B B = B

18 適正な資産管理等 B ＝ B B ＝ B B ＝ B B = B B = B

19 危機管理対策、社会的責任 B ＝ B B ＝ B B ＝ B B = B B = B

20 内部統制・コンプライアンス B ＝ B B ＝ B B ＝ B B = B B = B

S：３個

A：８個

B：９個

S：２個

A：８個

B：10個

S：３個

A：９個

B：８個

S：２個

A：９個

B：９個

S：３個

A：９個

B：８個

S：２個

A：９個

B：９個

S：３個

A：10個

B：７個

S：３個

A：８個

B：９個

S：３個

A：８個

B：９個

S：３個

A：７個

B：10個
評価合計

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項

Ⅷ その他業務運営に関する重要事項

令和4年度
自己
評価

上下
評価
結果

自己
評価

上下
評価
結果

自己
評価

上下
評価
結果

自己
評価

上下
評価
結果

自己
評価

上下
評価
結果

項目
番号

中期目標を達成するために
取るべき措置

年度評価

項目名
令和3年度 令和5年度 令和6年度

見込評価

自己評価
（産技研）

評価結果
（東京都）

自己評価と評価結果の乖離

R3
Ｓ：３個
Ａ：８個
Ｂ：９個

Ｓ：２個
Ａ：８個
Ｂ：10個

Ｓ⇒Ａ評価：１項目
Ａ⇒Ｂ評価：１項目

R4
Ｓ：３個
Ａ：９個
Ｂ：８個

Ｓ：２個
Ａ：９個
Ｂ：９個

Ｓ⇒Ａ評価：１項目
Ａ⇒Ｂ評価：１項目

R5
Ｓ：３個
Ａ：９個
Ｂ：８個

Ｓ：２個
Ａ：９個
Ｂ：９個

Ｓ⇒Ａ評価：１項目
Ａ⇒Ｂ評価：１項目

R6
Ｓ：３個
Ａ：10個
Ｂ：７個

Ｓ：３個
Ａ：８個
Ｂ：９個

Ａ⇒Ｂ評価：２項目

見込
Ｓ：３個
Ａ：８個
Ｂ：９個

Ｓ：３個
Ａ：７個
Ｂ：10個

Ａ⇒Ｂ評価：１項目

〇全体評価
・令和６年度業務実績評価（案）:中期計画の達成に向け、『優れた業務の進捗状況にある』

（Ａ評価相当）とすることで検討中
・見込み業務実績評価（案）：中期計画の達成に向け、『優れた業務の達成状況にある』

（Ａ評価相当）とすることで検討中
〇項目別評価

→項目別に次ページ以降で説明



■業務実績評価（案）

項目１ 技術相談
令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価

項目２ 依頼試験、機器利用

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価



■業務実績評価（案）
項目３ オーダーメード型技術支援

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価

項目４ 基盤研究

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価



■業務実績評価（案）
項目５ 共同研究

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価

項目６ 外部資金導入研究・調査

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価



■業務実績評価（案）

項目７ 知的財産

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価

項目８ 新産業創出支援

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価



■業務実績評価（案）

項目９ 社会的課題解決支援
令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価

項目10 オープンイノベーション
令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価



■業務実績評価（案）

項目11 製品開発支援ラボ等
令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価

項目12 海外展開
令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価



■業務実績評価（案）

項目13 支所における支援
令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価

項目14 食品産業への支援
令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価



■業務実績評価（案）
項目15 産業人材の育成

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価

項目16 情報発信の推進

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価



■業務実績評価（案）
項目17 組織体制及び運営、効率化、経費節減

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価

項目18 資産の適正な管理運用等

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価



■業務実績評価（案）

項目19 危機管理対策、社会的責任

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価

項目20 内部統制・コンプライアンス

令和６年度業務実績評価 見込み業務実績評価
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第五期中期目標について



◆ 都政課題・社会課題解決に向けた技術的知見の蓄積【強化】
・「2050東京戦略」が目指す社会像からのバックキャスト

◆基盤研究 ◆中小企業等との共同研究 ◆知的財産の取得、活用等
◆ オープンイノベーション促進【強化】 （中小企業・スタートアップ等の交流連携支援）

◆技術相談・依頼試験・機器利用・地域特性等に応じた技術支援（支所における支援）

◆海外展開支援 ◆産業人材育成 ◆他の支援機関との連携による包括的支援
◆受託技術支援【強化】 （オーダーメード型技術支援を発展させ、柔軟かつ重点的に支援）

② 東京の産業を活性化させる研究開発

③ 東京の産業の未来を拓く研究開発

◆革新的な技術・サービスの創出に繋がる研究開発
・都政・社会課題解決に資するテーマでの中小企業等との協働によるイノベーション創出

現在直面している課題の解決

一歩先を見据えた課題の克服

イノベーションの喚起・促進

① 東京の産業を支える技術支援

地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター 第五期中期目標の本文構成について

※外部資金導入研究の実績については、内容に応じて、②③の柱でそれぞれ評価

◆評価項目：５項目

◆評価項目：４項目

◆評価項目：２項目

◆情報発信（利用企業の拡大） ◆ 組織体制・運営（職員の確保・育成、DE&I等）
◆業務運営の改善・効率化（DX推進、環境経営等） ◆自律的・計画的な財務運営
◆その他業務運営（危機管理、ガバナンス、コンプライアンス）

④ 組織運営等
◆評価項目：５項目

◎ 「事業目的」に立脚して、本文を構成

◎ 評価項目は、技術支援５、研究開発６、組織運営等５の合計16項目（第四期：20項目）

支援の基盤となる体制確保



第五期中期目標本文の構成（第四期との比較）
章 大 小 評価項目数：20項目 章 大 中 小 評価項目数：16項目

政策体系における法人の位置付け及び役割 政策体系における法人の位置付け及び役割

第一 中期目標の期間 第一 中期目標の期間

第二 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 第二 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

一 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 一 東京の産業を支える技術支援
(一)中小企業が直面している技術課題の解決に向けた支援

(一) 技術相談 ①　技術相談
(二) 依頼試験 ②　依頼試験
(三) 機器利用 ③　機器利用

Ｂ ④　産業集積等の地域特性に応じた技術支援
(四) オーダーメード型技術支援 ⑤　技術課題解決や製品開発のニーズに柔軟に応える受託技術支援
(五) 基盤研究 Ａ ⑥　海外展開支援
(六) 共同研究 Ｃ (二) 高い技術力を持つ産業人材の育成に向けた支援
(七) 外部資金導入研究・調査 ①　中小企業の技術系人材の育成
(八) 知的財産の取得と活用 ②　次世代の産業を担う人材の育成

二 産業の発展と都民生活の向上を目指したプロジェクト型支援 (三) 都産技研と他の支援機関等との連携による包括的支援への参画

(一) 新産業創出支援 二 東京の産業を活性化させる研究開発
(二) 社会的課題解決支援 (一) 中小企業の競争力の強化につながる技術的知見の蓄積

三 中小企業等の新事業展開支援 ①　基盤研究
(一) 多様な連携によるオープンイノベーション等の促進 ②　共同研究
(二) 都産技研の資源やネットワークを活用した支援 ③　知的財産の取得、活用及び適切な管理
(三) 海外展開の促進 Ａ (二) 中小企業・スタートアップ等の連携による新技術・新製品開発の促進

四 地域や支所の特色を活かした支援 Ｂ 三 東京の産業の未来を拓く研究開発
(一) 支所における支援 (一) 都政課題・社会課題解決に向けた技術的知見の蓄積
(二) 食品産業への支援 (二) 革新的な技術・サービスの創出につながる研究開発

五 東京の産業を支える産業人材の育成 Ｃ

(一) 中小企業の中核人材の育成 第三 業務運営の改善及び効率化に関する事項

(二) 次世代を担う人材の育成 一 情報発信の推進
六 情報発信の推進 (一) 利用企業の拡大につながる戦略的な情報発信

第三 業務運営の改善及び効率化に関する事項 (二) 戦略的・積極的な研究成果の情報発信と技術支援への展開
一 組織体制及び運営 二　組織体制及び運営

(一) 機動性の高い組織体制の確保 (一)機動性・柔軟性を兼ね備えた組織体制・人事制度の確保
(二) 適正な組織運営 (二)業務のパフォーマンスを高める適正な組織運営
(三) 職員の確保・育成 (三)計画的な職員の確保・育成
(四) ライフ・ワーク・バランスの推進 (四)持続可能な働き方の推進
(五) デジタルトランスフォーメーションの推進

二 業務運営の効率化と経費節減 三　業務運営の改善及び効率化
(一) 業務改革の推進 (一)顧客満足度向上に繋がるデジタルトランスフォーメーション等の業務改革推進
(二)財政運営の効率化 (二)環境負荷の低減や環境改善に配慮した事業活動の推進

第四 財務内容の改善に関する事項 第四　財務内容の改善に関する事項
一 資産の適正な管理運用 一　自律的・計画的な財政運営

二　資産の適正な管理運営
(一)適切な資金運用及び債権管理

二 剰余金の適切な活用 (二)固定資産の有効な利活用
第五 その他業務運営に関する重要事項 第五　その他業務運営に関する重要事項

（施設・設備の整備と活用） ※中期計画の項目 一　施設・設備の適切な管理と計画的な整備

一 危機管理対策の推進 二　危機管理対策の推進

二 社会的責任 三　ガバナンスの強化、コンプライアンスの推進及び情報公開
(一) 情報公開 (一)内部統制及びコンプライアンス推進の取組
(二) 環境への配慮 (二)積極的な情報公開の推進

三 内部統制によるガバナンス強化とコンプライアンスの推進

第　　４　　期 第　５　期

【評価項目④】

【評価項目②】

【評価項目⑥】

【評価項目⑦】

【評価項目⑤】

【評価項目③】

【評価項目①】

【評価項目⑨】

【評価項目⑩】

【評価項目⑪】

【評価項目⑬】

【評価項目⑮】

【評価項目⑧】

【評価項目⑫】

【評価項目⑲】

【評価項目⑱】

【評価項目⑰】

【評価項目⑯】

【評価項目⑳】

労働安全衛生

施設設備機器の保全管理

技術研究会

【評価項目⑭】

【評価項目②】

【評価項目①】

【評価項目④】

【評価項目⑤】

【評価項目⑦】

【評価項目⑧】

【評価項目⑨】

【評価項目⑩】

【評価項目⑪】

【評価項目⑫】

【評価項目⑬】

【評価項目⑭】

【評価項目⑮】

【評価項目⑯】

【評価項目⑥】

【評価項目③】



①総合的支援（技術支援、研究開発） ②プロジェクト型支援（特定運営費事業）

③新事業展開支援（他機関との連携、海外展開支援等）

④支所・食品技術センターによる支援 ⑤産業人材育成 ⑥情報発信

①産業を支える技術支援 ＜中小企業・ＳＵが現在直面している課題の解決＞

②産業を活性化させる研究開発 ＜中小企業・ＳＵが乗り越えようとする一歩先を見据えた課題の克服＞

③産業の未来を拓く研究開発 ＜中小企業・ＳＵが担い手となるイノベーションの喚起・促進＞

【本文構成のアウトライン（章立ての大枠）の基本的考え方】

◆中小企業・ＳＵの支援のフェーズに従って、都産技研のミッションを明確化

◆情報発信を、全ての取組に関して展開すべき重点戦略項目と位置付けて強化

（参考）第４期 ：「事業手法」で分類した支援メニューリスト型の体系

「事業目的」に立脚した戦略的・目的志向型の体系

◎情報発信の推進 ＜戦略的広報によるプレゼンス向上、効果的な成果発信による利用企業の裾野拡大＞

第五期中期目標の本文構成のアウトライン（案）

4

（参考）令和７年度第１回試験研究分科会資料



●令和７年度試験研究分科会開催スケジュール

第１回 第２回 第３回 第４回
評価委員会全体会

（親会）

日程 6月27日（金）
7月7日(月)、7月8日(火)

（持ち回り開催）
7月22日(火) 7月29日(火) 8月7日(木)

①令和６年度業務実績評価
都産技研から業務実績及び
自己評価について報告

都の評価案に対する意見聴
取

委員意見を踏まえた修正評
価案について審議
　⇒分科会意見決定

②第四期中期目標期間終了時
　に見込まれる業務実績評価

同上 同上 同上
評価案についての審議
　⇒全体会意見決定

③第四期中期目標期間終了時
　における組織及び業務全般
　の検討

－ －
組織・業務全般の検討案に
ついて審議

委員意見を踏まえた修正案
について審議
　⇒分科会意見決定

組織・業務全般の検討案に
ついて審議
　⇒全体会意見決定

④第五期中期目標
中期目標の方向性について
審議

中期目標の構成案について
意見聴取

中期目標案について審議
委員意見を踏まえた修正案
について審議
　⇒分科会意見決定

中期目標案について審議
　⇒全体会意見決定

この後、12～3月の間に、第５回（第五期中期計画の認可にあたっての意見聴取）、第６回（令和８年度 年度計画の説明）を開催予定

■ 審議事項の内容説明

事項

①令和６年度業務実績評価

②第四期中期目標期間終了時
　に見込まれる業務実績評価

③第四期中期目標期間終了時
　における組織及び業務全般
　の検討

④第五期中期目標

(注) 上表における「法」は「地方独立行政法人法」を指す。

都産技研の令和６年度の業務実績についての評価　　〔法第28条第１項第１号〕

都産技研の第四期中期目標期間の４年目まで（令和３年度～令和６年度）の実績に基づいた、中期目標期間終了時に見込まれる業務実績に
ついての評価　　〔法第28条第１項第２号〕
　⇒ ③「組織及び業務全般の検討」 及び ④「第五期中期目標 」に反映

第四期中期目標期間が終了した後も都産技研の業務を継続させる必要性、組織のあり方その他組織及び業務全般にわたる検討を行い、その
結果に基づき所要の措置を講じるもの　　〔法第30条〕
　⇒ ④「第五期中期目標」と密接に関連

都産技研が令和８年度～令和12年度の５年間において達成すべき業務運営の目標　　〔法第25条〕

説明

知
事
決
定
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